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1 京町家型標準設計法の概要 

 
京町家型標準設計法は，「伝統的構法の設計法作成及び性能検証実験」検討委員会によ

る標準設計法案（http://green-arch.or.jp/dentoh/report_2012.html）に準じて作成して

いる。京町家型標準設計法として特記するものを除き，標準設計法案に準ずることとす

る。 

以下に，京町家型標準設計法のフローを示す。 

 

 

適用の範囲の確認  

↓ 

せん断耐力 Qu の算定   ←  ←  ← 

↓                  ↑ 

ゾーニング 

↓         柱脚 B      ↑ 

柱脚の拘束条件の確認  → 

            ↓     ↑ 

↓柱脚 A，C      Qu の低減 

             ↓     ↑ 

作用せん断力 Q の算定  ← 

↓                  ↑ 

せん断耐力等の確認   →  Qu＜Q  → 

 

↓ Qu≧Q 

 

終 了 

 

 

2 適用範囲 

設計法案より該当箇所を抜粋して添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

http://green-arch.or.jp/dentoh/report_2012.html
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3 クライテリア 

 

1）建築物のせん断耐力に対する判定 

極めて稀に発生する地震動（震度 6 強相当）に対して，層間変形角を 1/20rad 以下

に留めることを目標とする。 

建築物のせん断耐力に対する判定は，下式による。 

 

建築物のせん断耐力 Qu ≧ 建築物の作用せん断力 Q 

⇒ 必要なせん断耐力を確保している （所要の耐震性能を満たしている） 

 

建築物のせん断耐力 Qu ＜ 建築物の作用せん断力 Q 

⇒ 必要なせん断耐力を確保していない（所要の耐震性能を満たしていない） 

 

このとき，一般的な京町家は水平構面の剛性が小さいことから，建築物全体として

ではなく，各方向ともゾーニングを行い，各方向・各ゾーンについて判定する。 

なお，1 階先行降伏条件を満足することを前提に，これらの判定は，1 階に対しての

み行う。 

 

2）建築物の滑動に対する判定 

建築物の滑動に対する判定は，下式による。 

 

摩擦抵抗力 Fu ≧ 1 階せん断耐力 Qu1 ＋ 1 階床レベル応答値 Qu0 

⇒ 滑動しない 

 

摩擦抵抗力 Fu ＜ 1 階せん断耐力 Qu1 ＋ 1 階床レベル応答値 Qu0 

⇒ 滑動する可能性がある 

柱脚の脱落防止等の対策を講じる必要あり 

 

ここで， 

Qu0 ＝ m0×0.48G 

m0：1 階床レベルでの質量 

0.48G：地動加速度 0.4G×安全係数 1.2=0.48G 

Fu ＝ μ×(W2＋W1＋W0) 

μ：摩擦係数 0.4 

既存建築物を対象としているため，安全係数 0.9 を乗じない。 

W2：2 階の重量 

W1：1 階の重量 

W0：1 階床位置の重量（1 階床面積に 1.5kN/m2 を乗じる略算値でも可）  



3 

 

3）通し柱・小壁付き柱・方杖付き柱の折損の確認 

折損を生じる判定となった通し柱・小壁付き柱・方杖付き柱には，原則として，添

え柱等の有効な補強を施す。 

以下に，折損の確認方法を示す。 

 

・通し柱 

各層における層間変形角を以下のように与え，詳細設計法案により，通し柱の検

討を行う。 

1 階 R1=1／20 

2 階 R2=1／y，y=600×(RC/RC0 値)－570 ただし，RC/RC0＞1.5 の場合 R2=0 

 

詳細設計法案より該当箇所を抜粋して添付する。 

 

 

（詳細設計法案 P.43） 
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（詳細設計法案 P.44） 
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（詳細設計法案 P.45） 
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・小壁付き柱 

詳細設計法案より該当箇所を抜粋して添付する。 

 

 

（詳細設計法案 P.42） 

 

 

 

（詳細設計法案 P.43） 
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・方杖付き柱 

方杖付き柱の折損の検討は京町家の限界耐力計算による耐震設計および耐震診

断・耐震改修指針の方法に準ずる。 

京町家の限界耐力計算による耐震設計および耐震診断・耐震改修指針には，柱軸

力と曲げを同時に考慮する旨の記述があるが，標準設計法案に準拠した小壁付き柱

の折損の検討方法と考え方を揃え，柱の塑性断面係数と樹種による曲げ基準材料強

度による曲げ耐力との比較を行う方法とする。 

 

 

（京町家の限界耐力計算による耐震設計および耐震診断・耐震改修指針 P.4-31） 

 

折損の判定は，下式による。 

Mc ≧ M ⇒ 折損しない 

Mc ＜ M ⇒ 折損する 

ここで，柱の設計用曲げモーメント M＝Q/2･h  柱の曲げ耐力 Mc＝Zp×Fb 

Zp：塑性断面係数×有効率 0.75  Fb：曲げ基準材料強度 
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・異なる履歴ループを持つ要素に係る扱い 

 

 異なる履歴ループをもつ構造耐力要素がある場合，特定の変形角まで変形が可能であ

るとすれば，履歴ループの相違による履歴減衰の扱いが問題となる。例えば，バイリニ

アスリップの架構に紡錘形の履歴ループをもつ仕口ダンパーで補強する際，仕口ダンパ

ーの効果を耐力についてのみ考慮するだけでは，履歴減衰による効果が考慮されていな

いことになる。ここでは，履歴ループが異なる構造要素をもつ建築物の Cb について，

Cb の補正方法を提案する。 

 異なる等価粘性減衰定数をもつ平家に係る heq は(1)式で与えられる。さらに，2 種類

の構造要素の等価粘性減衰定数に限って言えば heq は(2)式で与えられる。 

 

ℎ𝑒𝑞1𝑄1 + ℎ𝑒𝑞2𝑄2 + ℎ𝑒𝑞𝑖𝑄𝑖

𝑄1 + 𝑄2 +𝑄𝑖
= heq …(1) 

ℎ𝑒𝑞1𝑄1 + ℎ𝑒𝑞2𝑄2

𝑄1 + 𝑄2
=
ℎ𝑒𝑞1(1 − 𝑘)𝑄 + ℎ𝑒𝑞2𝑘𝑄

𝑄
= ℎ𝑒𝑞1(1 − 𝑘) + ℎ𝑒𝑞2𝑘 = heq …(2) 

 

Qi：各構造要素の耐力 heqi：各構造要素の等価粘性減衰定数 Q：層の耐力 

k：Q2 が層の耐力に占める割合 

 

 応答について，平家の耐力係数は式(3)式で示される。ここで履歴ループが異なる構造

要素をもつ建築物の耐力係数 CB とそうでない建築物 CB’について，R，H に差異はな

く，C については固有周期の差異が生じる影響があるが微小であると考えられるので，

結局，異なる等価粘性減衰定数の耐力係数に係る影響は(4)式のように Fh の二乗の比で

ある補正係数 r で評価できることとなる。 

𝐶𝐵 = 1
𝑅⁄ × 1

𝐻⁄ × 𝐹ℎ2 × 𝐶 …(3) 

𝐹ℎ =
1.5

1 + 10ℎ
 

𝐹ℎ2 =
1. 52

(1 + 10ℎ)2
=

2.25

1 + 20ℎ + 100ℎ2
 

 

CB：耐力係数 R：層間変形角 H：階高 Fh：加速度低減率 C：Gs による定数 

 

r =
𝐶𝐵′

𝐶𝐵
⁄ = 𝐹ℎ′2

𝐹ℎ2
⁄  …(4) 

 (4)式の Fh が heq1 のみで構成され heq2 がないとすれば，(4)式及び(2)式から r は(5)

式で示される。 

𝑟 =
1 + 20ℎ𝑒𝑞′1 + 100ℎ𝑒𝑞′1

2

1 + 20ℎ𝑒𝑞′2 + 100(ℎ𝑒𝑞′1(1 − 𝑘) + ℎ𝑒𝑞′2𝑘)2
 …(5) 

heq’1=heq1+0.05  heq’2=heq2+0.05  
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 ここで，土壁，ホゾ等のめり込み系，板壁等を耐力要素とする伝統的構法木造建築物

に関しては，これまでの多くのケーススタディの結果から，層間変形角 1/20rad におい

て層の heq1 は 11%～13%であることが分かっている。heq1 を 12%と仮定すれば(6)式

及び図 1 のように示される。 

𝑟 =
7.29

4.4 + 100(0.17 × (1 − 𝑘) + ℎ𝑒𝑞′2𝑘)2
 …(6) 

 

 

図 1 ダンパーの h 毎におけるダンパーの耐力が占める割合と補正係数 r の関係 
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4 ゾーニングの手法 

 

1）基本編 

 

・各方向とも，2 つの領域に分割することを標準とする。 

但し，状況に応じて，2 つを超える任意の領域に分割することも可能とする。 

・トオリニワに関係なく，建物を 2 等分するかたちで分割してよい。 

・領域の境界位置は，半間程度の微調整（境界位置の移動）を行ってもよい。 

・原則として，1 階と 2 階の境界位置は揃える。 
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京町家の基本的な平面形式に応じたゾーニング方法例 



12 

 

2）応用編 

 

・主たる棟が複数ある場合は（例：表屋造り），原則として，各棟（例：店，母屋，

離れ）を独立した建築物とみなし，それぞれ別個に耐震性能を評価する。 

このとき，棟同士をつなぐ細い通路等は，2 等分して各々の棟に振り分ける。 

【図①参照】 

・耐震性能は棟ごとに評価する。 

ゾーニングの方法は，先ず検討方向に応じて各棟を 2 等分し，次いで細い通路等

をそれが接続するゾーンに含める。 

 X 方向検討時のゾーニングは，各棟の Y 方向の幅を二等分する。 【図②参照】 

 Y 方向検討時のゾーニングは，各棟の X 方向の幅を二等分する。 【図③参照】 

 

・その他の平面形態の場合でも，上記の要領にならい，適宜，ゾーニングを行えばよ

い。 

  



13 

 

 

 

  



14 
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5 建築物のせん断耐力の算定方法 

 

1）構造要素の種類 

 

以下に挙げる層間変形角 1/15rad まで変形能力を有するものを基本とする。 

 

・伝統的に用いられてきた構造要素 

長ほぞ，貫，差鴨居，土壁，板壁（落込板壁，貫縦張板壁，下見板壁，標準設計

法案型板壁），土壁による小壁，等 

・木造軸組の一般的な構造要素 

方杖，等 

・特定の構造要素（実績・公的評価） 

格子壁，剛節フレーム，乾式土壁パネル，乾式土壁パネルによる小壁，樹脂一体

型仕口補強材，等 

・制震装置（実績・公的評価） 

仕口タイプ粘弾性ダンパー，等 

 

2）留意事項 

 

・構造要素の復元力特性は，P⊿効果を含まないものを使用する。 

・構造要素のせん断耐力は，層間変形角 1/20rad 時の耐力を採用する。 

・既に改修が行われている京町家において，変形能力の低い構造要素が施工されてい

る場合には，原則として，変形能力の高い構造要素に入れ替える。 
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6 床仕様・偏心率・柱脚の拘束条件の考え方 

 

1）床仕様 

水平構面の剛性が小さくとも，ゾーニングにより評価するため，水平構面の仕様

によるせん断耐力の低減は行わない。 

 

2）偏心率 

ゾーニングにより評価するため，偏心率という概念を適用せず，偏心によるせん

断耐力の低減は行わない。 

 

3）柱脚の拘束条件 

標準設計法案より該当箇所を抜粋して添付する。 
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ここで，京町家の柱脚状況と標準設計法案に示されている柱脚仕様を比較してみ

ると，下表のように整理できる。 

 

 京
町

家
の

柱
脚

状
況

と
標

準
設

計
法

に
示

さ
れ

て
い

る
柱

脚
仕

様
の

比
較

一
覧

表

A

形
式

土
台

形
式

石
場

建
て

形
式

土
台

形
式

石
場

建
て

形
式

土
台

形
式

水
平

拘
束

条
件

拘
束

上
下

拘
束

条
件

拘
束

柱
脚

と
土

台
(
基

礎
)

緊
結

丸
鋼

ダ
ボ

ほ
ぞ

差
し

接
合

部
は

設
け

な
い

(
ほ

ぞ
差

し
等

)

土
台

と
基

礎
緊

結
―

緊
結

―
接

合
部

は
設

け
な

い

そ
の

他

京 町 家

断
面

図

ほ
ぞ

が
土

台
か

ら
抜

け
出

さ
な

い
長

さ
1
5
0
m
m
を

確
保

移
動

す
る

こ
と

に
よ

る
上

部
構

造
へ

の
損

傷
が

起
き

な
い

仕
様

標 準 設 計 法

柱 脚 仕 様

柱
脚

仕
様

規
定

断
面

図

B

拘
束

拘
束

し
な

い

C

拘
束

し
な

い

拘
束

し
な

い
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以上より，柱脚の拘束条件の考え方を下記に整理する。 

 

京町家の柱脚状況は，標準設計法案の柱脚仕様 C と同様と扱ってよい。 

 

柱脚仕様 A～C が混在するような状況は避ける。例えば，部分的な改修で布基礎

土台形式アンカーボルト締めの既往改修がある場合は，アンカーボルトを切断・撤

去し，柱脚仕様 C に統一するなどが考えられる。 

また，既往改修により大部分が柱脚仕様 A や B となっている状況で，C に戻す

ことが困難な場合は，柱脚仕様 A 又は B で統一する。ただし，B の場合は，せん

断耐力の低減もしくは浮き上がりが生じないことを確認する必要がある。 

 

柱脚が移動しても礎石から落下しない大きさの基礎を改修で設けることは困難で

ある事が多いので，構造計算により作用せん断力が摩擦係数以下であることを確認

すればよい。また，構造要素の過補強により滑りが生じることを防ぐために，せん

断耐力が地震力算定用重量の 0.4 倍以下となることを確認すればよい。 

滑りが生じる計算となった場合は，改修計画の見直しを行う事や滑りしろを確保

する。滑り量は標準設計法案を参考にする。以下に抜粋を添付する。 
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7 建築物の作用せん断力の算定方法 

 

1）建築物の作用せん断力の算定方法 

・平家建ての場合 

建築物の重量 W1 を算定する。 

平家建ての Cb を採用する。 

建築物の作用せん断力 Q は，建築物の重量 W1×Cb により求める。 

 

・2 階建ての場合 

建築物の重量 W1,W2 を算定する。 

Rw＜0.2 なら平家建ての Cb を採用する。※注 

Rw≧0.2 なら Cu2/Cub≧RC0 であることを条件に，2 階建ての Cb を採用する。※注 

※注：1 階先行降伏条件の確認は，ゾーン毎ではなく，建築物全体として行う。 

建築物の作用せん断力 Q は，建築物の重量(W1+W2)×Cb により求める。 

 

・2 階建ての場合 

建築物の重量 W1,W2 を算定する。 

 

2）想定地震の違いによる建物に作用するせん断力について 

建物に作用する 1 階せん断力 Q1，建物 2 階重量 W2，1 階重量 W1，震度 6 強 CB

として設定した Cb，想定地震による補正係数を k とする 

 

Q1＝(W2＋W1)・Cb・k 

 

震度 6 強の場合 k=1 

震度 6 弱の場合 平屋建て k=0.70 

２階建て k=0.66 

 

3）建築物の重量の算定方法 

建築物の重量は，階毎・方向毎・ゾーン毎に，屋根・床・壁など各部位毎の重量

を実状に即して計算し，それらの合計として算定する。 

 

4）地盤種別の設定 

京町家が分布する地域の比較的良好な地盤特性を活かし，「第 2 種地盤」に加え

て「第 1 種と第 2 種の中間的地盤（第 1.5 種地盤）」を設定し，表層地盤による加速

度増幅率 Gs をそれぞれ 2.025 と 1.69 として検討した。 

次頁より，「第 1.5 種地盤」の考え方を示す。 
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第 1.5 種地盤の考え方 

「第 1 種と第 2 種の中間的地盤（第 1.5 種地盤）」の考え方は，「高山市伝統構法

木造建築物耐震化マニュアル」を参考とした。以下に，抜粋して添付する。 
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京町家型標準設計法における地盤種別と加速度増幅率の設定 

J-SHIS による京都市内の表層 30m 平均 S 波速度に基づき，地盤種別と表層地盤

による加速度増幅率 Gs を設定する。 

  

第
3
種

 
第

1
種

 
第

1.
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第

2
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→
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2.
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5 
京
町
家
の
等
価
固
有
周
期

T
e=

1～
1.

5
秒

. 
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5）Cbの設定 

 

表 1 平屋建て建築物の 1 階の階高と Cb(Z=1.0)  

階高(mm) 2500 2730 3000 3300 3600 3900 

第 1.5 種 0.32 0.30 0.27 0.25 0.23 0.21 

第 2 種地盤 0.46 0.42 0.39 0.35 0.32 0.30 

 

階高(mm) 4200 4500 4800 5100 5400 5700 6000 

第 1.5 種 0.19 0.18 0.17 0.16 0.15 0.14 0.14 

第 2 種地盤 0.28 0.26 0.24 0.23 0.22 0.21 0.20 

 

 

 

表 2 2 階建て建築物の 1 階の階高と Cb(Z=1.0)  

階高(mm) 2500 2730 3000 3300 3600 3900 

第 1.5 種 0.37 0.33 0.30 0.30 0.30 0.30 

第 2 種地盤 0.52 0.48 0.44 0.40 0.36 0.34 

表 2 の Cb の補正 RC／RC0＝1.0 の時，表 2 の数値から 0.05 を減じた値 

1.0＜RC／RC0＜1.1 の時，直線補完した値 

1.1≦RC／RC0 の時，補正無し 


